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専 決 処 分 書 

 

 東日本大震災に係る東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う避難

のため転入した世帯の国民健康保険税について、令和５年度において

も一部見直しを行った上で引き続き免除するため、東日本大震災に伴

う国による避難指示等対象地域からの転入世帯に係る岩沼市国民健康

保険税の免除に関する条例の一部改正について、議会を招集する時間

的余裕がないので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９

条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分する。  

 

 

 

 

              令和５年３月３１日   

 

               岩沼市長   佐  藤  淳  一  

 

 

 

 

 

                   

承認第２号  



東日本大震災に伴う国による避難指示等対象地域からの転入世帯に係る岩沼市国民

健康保険税の免除に関する条例の一部を改正する条例 

 東日本大震災に伴う国による避難指示等対象地域からの転入世帯に係る岩沼市国民健康

保険税の免除に関する条例（平成２５年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「令和４年度」を「令和５年度」に改める。 

 第２条第２項第１号中「及び避難指示解除準備区域」を「、避難指示解除準備区域及び

特定復興再生拠点区域」に改め、同項第３号に次のように加える。 

カ 令和４年度に指定が解除された旧特定復興再生拠点区域 

 第２条第２項第４号中「令和３年中」を「令和４年中」に改める。 

第３条を次のように改める。 

（免除対象世帯等） 

第３条 保険税の免除対象世帯は、次の各号のいずれかに該当する世帯とし、免除となる

保険税は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 納税義務者が帰還困難区域から避難のため転入した世帯及び納税義務者が平成２７

年以降に指定が解除された旧避難指示区域等から避難のため転入し、かつ、上位所得

層に該当しない世帯 令和６年３月３１日までに普通徴収の納期限（特別徴収の場合

にあっては、特別徴収対象年金給付の支払日。以下同じ。）が到来する保険税 

⑵ 納税義務者が平成２６年までに指定が解除された旧避難指示区域等から避難のため

に転入し、かつ、上位所得層に該当しない世帯及び納税義務者が令和４年度に指定が

解除された旧避難指示区域等から避難のために転入し、かつ、上位所得層に該当する

世帯 令和６年３月３１日までに普通徴収の納期限が到来する保険税のうち令和５年

４月分から同年９月分までに相当する月割算定額 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の東日本大震災に伴う国による避難指示等対象地域からの転入

世帯に係る岩沼市国民健康保険税の免除に関する条例の規定は、令和５年度以後の国民

健康保険税について適用し、令和４年度までの国民健康保険税については、なお従前の

例による。 


